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カードの会員外利用と会員の保護
岡 林 伸 幸
１．はじめに
クレジットカードとは、その提示と引換えに、商品の購入代金やサー
ビスの提供代金を後払いすることのできる、販売信用の機能を有する
カードのことである１。今日では広く消費者の間に普及し、そして発行
カード枚数も約３億枚に達しており、膨大なものとなっている。そのた
め、カードをめぐる紛争も増え、紛失・盗難・不正使用、カードによる
多重債務・信用情報の漏洩など、多くの問題が生じている。他方で、イ
ンターネットの発達により、インターネット上の取引も盛んとなり、そ
の代金決済方法としてクレジットカードが広く利用されるようになって
きている２。このような状況において、そのトラブルも増加することに
なり、それに対応する理論の構築が迫られることになる。この点に関
し、先駆的な判決が下級審ながら現れたので、これを紹介し検討したい
と思う。
２．長崎地方裁判所佐世保支部平成２０年４月２４日判決について
長崎地方裁判所佐世保支部平成２０年４月２４日判決（金商１３００号７１頁）の事
論 説
１ 夏目明「クレジットカード取引の仕組み」園部秀穂・田中敦編『現代
裁判法大系 第２３巻 消費者信用取引』（新日本法規・１９９８年）所収１８３頁以
下。
２ クレジットカードを利用した取引の状況について、蓑輪靖博「インター
ネットによるクレジットカード会員外使用の民事責任」福法５３巻３号
（２００８年）１４１頁以下参照（以下、蓑輪として引用する）。
千葉大学法学論集 第２５巻第４号（２０１１）
１
案は、クレジット会社Ｘが会員Ｙに対し、クレジットカード契約に基づ
いてその利用代金の支払を求めたのに対して、Ｙはその利用代金は長男
Ａが無断でカード情報を不正に利用したものであると主張して、支払を
拒んだというものである。
本判決には２つのポイントがある。１つは、カードの利用規約には、
不正利用の場合は、会員が被る損害はカード会社が全額補償する条項が
あるが、会員の家族など「会員の関係者」の行為による場合には、損害
は填補される会員本人の負担となる例外条項が存在することである（以
下、本件補償規約と呼ぶ）３。もう１つは、インターネット上のカードの決
済方法については、カード券面上から明らかなカード番号・カードの有
効期限に依拠したカード識別情報だけで利用することが可能であり、暗
証番号等は不要であり（勿論署名は問題とならない）、容易に不正利用が可
能であるということである。
このような事情を踏まえて、本判決は次のように判断した。まず本件
補償規約について、会員に対してその帰責性を問わずに支払責任を負担
させることは、民法の基本原理である自己責任の原則に照らして疑問が
ある上、本件補償規約に合意したＸ及び会員の合理的意思に反する、と
する。すなわち、本件補償規約は、会員の故意または重過失に起因する
損害を補償の対象外としており、その証明責任はＸが負うと解される
が、Ｘが個々の事例で会員の故意または重過失を立証するのは困難であ
るから、カードを他人に貸与・譲渡した場合、規約に違反している状況
で盗難などが生じた場合など、会員にカードの使用管理についての善管
注意義務違反が疑われる場合を類型化し、これらに該当する場合にはＸ
の立証の負担を軽減する趣旨で規定したものと解される。したがって、
これらの類型に該当する場合であっても、会員が自己に重過失がないこ
とをさらに主張・立証すれば、その免責の余地を認めることが自己責任
の原則にも整合する、とする。
３ カードの補償規約の内容について、橋本英史「近親者（親子・兄弟・妻）
によるクレジットカード利用」園部秀穂・田中敦編前掲注１・２１２頁以下参
照。
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その上で、銀行等の預金の過誤払いの事例について、預金の払戻しシ
ステムの設置・管理について銀行に注意義務及び情報提供義務を認めた
判例（最判平成１５年４月８日民集５７巻４号３３７頁）を引き合いに出して、本件
のようなカード利用方法を前提として、その不正利用を防止するために
は、カードの物理的な管理の他、カード識別情報の適切な管理が必要と
なるが、そのような情報管理には自ずと限界があるから、カード会社と
しては、暗証番号の入力を求めるなど、会員以外の者による不正利用を
排除するためのシステムの構築が求められていたというべきである。
カード会社がそのようなシステムの構築をせずに、会員にカード識別情
報の管理について帰責性を問うことはできない、と判断して、Ｙは支払
責任を負わないとした。
本件においては、Ｙの長男Ａが、タンスの上に置かれていた財布から
クレジットカードを抜き取り、Ｙに無断でカード識別情報を取得してイ
ンターネットサイトの利用料を決済したのであるが、カード会社Ｘが不
正利用を排除する利用方法を構築していれば不正利用を防ぐことができ
たというべきであり、またＸはそのカードの危険性についてＹに説明し
ていないのであるから、Ｙにカード識別情報管理に関して重過失があっ
たとはいえないとした。
３．検討
 はじめに
本判決の論点は、家族等による不正使用の場合に、会員は自己の無
重過失を立証して支払責任を免れることができるか、という点と、本
件においてＹは無重過失といえるか、という点である。この順番で検討
していきたい。
これらの論点を検討する前提問題として、カード会員の家族などの関
係者が不正利用した場合には、カード会員が責任を負担するという条項
の合理性が問題となる４。「関係者」の範囲がどこまでかも不明確であり、
この点も問題視されている５。もっとも本判決においては、不正利用し
たのが同居している未成年の長男であるから、関係者であることは疑い
《論 説》
３
ない。問題は前者であるが、カード会員の家族・同居人などは他の第三
者と比較すると、不正使用が容易であり、他方で会員本人の善管注意義
務違反を立証するのが困難なことから、その条項に合理性があると認め
られている６。裁判例も会員と密接な関係にある者の使用については、
それ以外の第三者による使用と区別して、会員により重い責任を課して
も必ずしも不当とはいえないので、カード利用規約の規定が公序良俗に
違反するとはいえない７、として、その有効性を認めている。また学説
も、家族・同居人という会員と社会生活上密接な関係にある者は、一方
で、カードの使用が第三者と比較してはるかに容易であり、他方で、会
員はカード会社に対してカードの保管義務を負うべき立場にあるから、
家族による使用について、それ以外の者による使用を区別して重い責任
を負わせるのは一応の合理性がある８、と判断している。このように、
家族等による不正使用の場合にカード会員に重い責任を認めるカード利
用規約の条項の効力は、一応認めてもよいであろう９。そしてその上で、
の問題が論点となるのである。
 無重過失の要件について
まずについて、本判決は、自己責任の原則と１０当事者の合理的意思
に基づいてこれを肯定している。これに反対しているのが蓑輪教授であ
る。蓑輪教授は、本件補償規約にも故意または重過失を要件とすると、
除外事由を定めた意味がなくなると非難する。そして、会員外使用であ
４ 島川勝「クレジット・カード規約では、どういう点が問題となるか」椿
寿夫編『講座 現代契約と現代債権の展望６ 新種および特殊の契約』（日
本評論社・１９９１年）所収１４５頁以下、１５２頁。
５ 島川前掲注４・１５１頁。
６ 橋本前掲注３・２１３頁。
７ 大阪地判平成５年１０月１８日判タ８４５号２５４頁。
８ 札幌地判平成７年８月３０日判タ９０２号１１９頁。
９ 下村信江「クレジットカードの不正利用とカード会社の責任」判タ１２９１
号（２００９年）５５頁。
１０ 島川前掲注４・１４８頁。
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るか否かの証明の困難と家族に対する会員のカード管理の容易性を理由
として、本件補償規約には基本的に合理性があるとする１１。蓑輪教授が
前提とする考え方は、契約内容の違法性が認められるものは、事前に立
法によって制限を図るべきであり、強行法規を遵守していればカード会
社は経営戦略の一環として様々な契約内容を定めることができ、消費者
の利益を通じた市場における選択によって自然淘汰され、最適なカード
が生き残ることで達成される１２、というものである。しかしこのような
理由では、判例の論拠である自己責任の原則を論破することはできない
であろう。なぜなら自由競争（＝完全市場）は架空のものであり現実の社
会を反映しているものではない。カード会社と会員の間には情報力・交
渉力において顕著な格差が構造的に存在し、その現実を無視するもので
ある。
カードの会員契約の解釈についても、蓑輪教授は「消費者契約の場合
には消費者契約によって、事業者と消費者間の情報量・質や交渉力の格
差に鑑み、客観的判断基準によって比較的容易に無効を認める制度が導
入されているのであるから、これらにより無効とされない限り、契約書
等を通じて明らかにされた契約内容にしたがった解釈をすべきことにな
る」１３と結論づける。そして、カード会員契約を締結した以上、不正使用
リスクも引き受けたものと考えるべきであり、現代のようなカード社会
においては、クレジットカードの不正使用リスクは広く周知されている
ものといえるし、契約締結時の説明（契約書の提示も含む）によっても知
ることができるものであるとする１４。
しかしながら、カード利用規約が約款であることを看過してはならな
い。カード規約は小さい字で書いており、規約を読む者も少なく、不正
使用について正確な認識がないのが通常である１５。したがって、カード
１１ 蓑輪靖博「カード会員契約の解釈と法規制」クレ研４１号（２００９年）２１４頁（以
下、箕輪―クレ研として引用する）。
１２ 蓑輪―クレ研２１５頁。
１３ 蓑輪１５４頁。
１４ 蓑輪１５３頁。
１５ 島川前掲注４・１５３頁。
《論 説》
５
会員契約の締結があくまでも利用者の意思によるものであるとしても、
利用者が不正使用のリスクを引き受けたものということはできず、カー
ド社会の現在において広く周知されているものとみることはできない。
また、カード社会の現在において、カードを持たないということは非常
に大きな不便を我慢せざるを得ないことになり、「カード取引を締結し
ない自由もある」１６とはいえないはずである。
蓑輪教授も「カード会社がカード会員外使用リスクのすべてをカード
会員に負わせるべき規約は、消費者契約法により無効とされる余地が高
いから、合理的かつ適正な損失分担が図られなければならない」１７と指摘
する。本判決が、善意無重過失の会員を保護したのはまさしくそのため
であり、帰責事由のない会員に全面的にリスクを負担させるとすると、
カード規約そのものが公序良俗に違反し無効となってしまうであろう。
本判決は、そのような事態を避けるためにカード会員に悪意または善意
重過失の帰責事由を要求したのであり、まさしく妥当な解決策であった
といえる。それにもかかわらず、蓑輪教授は、カード会員がクレジット
カード取引において一定の利益を得ることを理由として、適正な範囲で
一定の損失を転嫁せざるを得ず、これを認めない場合にはカードシステ
ムの崩壊を招く結果になるとする１８。しかしながら、販売会社やカード
会社にとっても、クレジットカード取引は、売上の増大や代金回収の迅
速確実化、顧客情報の収集及びこれによる効率的なマーケティングの展
開などの機能や便益があるのであるから１９、受益者負担の考えだけでこ
のような結論を導き出すことはできない。したがって、とても論理必然
的ということはできないであろう。なお、多くのカード会員は適正に
カードを使用しており、ごく一部のカード会員が不正に利用したからと
いって、カードシステムが機能しなくなるということもあり得ないであ
ろう（大山鳴動、ネズミ一匹）。
尾島教授は、カード会員の帰責性を要する理由が「自己責任の原則」
１６ 蓑輪１５０頁。
１７ 蓑輪１５５頁。
１８ 蓑輪１５６頁。
１９ 夏目前掲注１・１８４頁。
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にあるならば、本来は「無過失」であるべきではないか、と問題提起す
る２０。もっとも、本判決が善意無重過失をカード会員の免責要件とした
のは、カード利用規約にカード会員が一般に善意無重過失の場合に不正
利用の免責を受けることができる条項があるからであり、またその証明
責任がカード会員側にあることから、実際上あまり結論は変わらないこ
とを認識しておられる。思うに、カード利用規約にカード会員の善意無
重過失で足りるとされているのは、カード取引が事業者対消費者の関係
（B to C）にあり、両者の間には情報力・交渉力に構造的な格差があり、
それを埋めるために軽過失を免責しているのである。この状況は、本件
補償規約においても変わらないはずである。したがって、自己責任の原
則を理由として本件補償規約においてカード会員に無重過失の免責を認
めたとしても、そこから直ちに「無過失」を要求しなければならないと
いうことにはならない。自己責任の原則は帰責性が必要であるというこ
とであり、その内容は論理必然的に無過失を要求するものではないから
である。そこでその内容をどうするかが問題であるが、カード利用規約
がカード会員の善意無重過失を要求している以上、それと平仄を合わせ
るのが合理的である。
 無重過失の判断基準と判断要素
の論点について、尾島教授は「Ｙの重過失の有無」か「会員の重過
失の有無」か、という問題の立て方をして、本判決が前者の検討という
より後者の検討になってしまっているという点を非難する２１。しかし、
法的三段論法に従えば、「規範の定立→事件への当てはめ」の順序で検
討するのは論理必然的であるので、本判決が一般に会員の重過失の有無
について判断基準を示すのは理の当然ということになる。むしろ重要な
のは判断基準とその認定のために使用された判断要素である。
尾島教授は、本判決が重過失の有無を検討した論理構成を、カード
２０ 尾島茂樹「家族によるクレジット・カードの不正使用と会員の責任」ク
レ研４１号（２００９年）２０３頁。
２１ 尾島前掲注２０・２０５頁。
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識別情報の管理についての帰責性と、カード管理についての帰責性に
区別する点に着目する。そして本判決は、については、カード会社Ｘ
が、インターネット上でカードの名義人名・カード番号及び有効期限を
入力するだけでカードが利用できる（暗証番号等を必要としない）という利
用方法を採用し、それを利用者に明示していないことを問題としてい
る。については、Ｙに何らかの帰責性が問われるとしても、本人確認
情報の入力が要求されていれば長男Ａによる利用を防ぐことができたの
で、Ｙに重大な過失がないと判断したことを指摘している２２。本判決を
このように分析した上で、については、本判決の論理を進めていく
と、ほぼ全てのカード会員は無重過失ということになり、これに伴う損
失をカード会社が被らないためには、本人確認情報の入力を前提とする
システムを導入するか、このようなカード利用方法自体を停止するかし
かない、とする。についても、本判決はＡがタンスの上に置いてあっ
た財布からカードを抜き取った事例であるが、このような事実があって
も、本人確認情報の入力を要求するシステムが導入されていれば不正利
用を防げたとして、Ｙの無重過失を認定した。したがって、カード会社
にはやはりの場合と同じ選択肢しか用意されていないことになる２３。
本判決に従うと、カード会社は、インターネット上でのカードを利用
した決済方法について、不正使用を排除する方法を構築しない限りカー
ド会員の責任を問えないということになり、システム構築について多大
な負担を強いられることになる２４。他方で、インターネット上の決済機
能を停止すると、重要な決済手段を欠くことになり取引の停滞を招く２５。
さらに、家族が利用したことを口実にした会員本人の不正利用が横行す
る可能性が指摘されている２６。これらの理由から、本判決の結論に反対
する見解がある２７。蓑輪教授は、「市場競争の枠内で新たなシステムの導
２２ 尾島前掲注２０・２０４～５頁。
２３ 尾島前掲注２０・２０５～６頁。
２４ 香月裕爾「家族によるクレジットカード不正利用とカード会社の責任」
金商１３０１号（２００８年）１頁。
２５ 尾島前掲注２０・２０９頁。
２６ 香月前掲注２４・１頁。
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入を期待する以上は、その導入・普及の遅れ自体をカード会社の過失と
みることはできない」２８とした上で、「そもそも契約締結によって、カー
ド会員はその時点のリスクを引き受けているし、そのように考えない
と、契約締結時に存在している現状のリスクを前提にしつつ、その改善
に向けたカード会社の企業努力が報われないことになる」２９とする。
しかし、このような見解には賛成できない。そもそも消費者たるカー
ド会員はクレジットカードシステムの設計・構築に関与できない以上、
カードの不正使用防止策の技術的改善や徹底は、クレジットカードの使
用方法を最も強力にコントロールできる立場にあるカード会社の責務で
ある３０。また、カード会社は保険・加盟店手数料や会費を通じて損害の
リスクを分散させる手段を最も効率よく駆使することができる。そし
て、「店舗・売場でのカード利用では署名により本人確認がされること、
あるいは、署名ではなく、端末機に暗証番号を入力する方法によりカー
ド利用が認められていることと比較しても、カード識別情報のみの入力
によりカード利用ができることは、本人確認方法に不備がある方法と考
えられ」３１るというべきである。また、経済的負担の問題にしても、それ
はあくまでもカード会社側（加盟店を含む）の問題であり、対消費者にお
いて主張できる事柄ではない。本判決におけるようなリスクを回避した
いのであれば、セキュリティシステムを導入すべきであり、それをする
ことなく生じたリスクを消費者に転嫁することは不当である３２。
カード会社側は正常な取引によって営業収益を上げているのであるか
２７ 尾島前掲注２０・２０９頁、浅井弘章「会員にクレジットカードの使用・管理
に重過失がない場合における、クレジットカード契約の補償条項の適用の
有無」銀法６９６号（２００８年）５７頁。
２８ 蓑輪１５９頁。
２９ 蓑輪１５９頁。
３０ 長谷川成海「三者間クレジット・カード取引」早法６４巻３号（１９８９年）６１頁。
３１ 下村前掲注９・５７頁。
３２ 山本豊「重過失によって家族に盗まれたクレジットカードがカード会社
への盗難通知後に不正使用された場合のカード会員の責任」判タ８６３号（１９９５
年）２８頁。
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ら、それに見合ったリスク負担をすべきである。確かに、カード識別情
報以外の本人確認情報の入力を省略することは、カード利用者にとって
も便宜を図るものではあるが、それによってカードの利用を促進する側
面もあり、カード会社側の利益にもなっているはずである３３。したがっ
て、経済的負担がかかるというだけではリスクを転嫁する理由とはなら
ないはずである。そして、カード会社に不正使用の責任を負わせること
によって、システムの改善を進めるインセンティブを与えることにな
り、結果としてカードの不正使用による社会的コストが抑えられ、最も
効率よく不正使用を防止することができることになる３４。
家族が口裏を合わせて不正利用をする点もよく指摘されるところであ
るが、それほど本質的ではないように思われる。なぜなら、本判決に見
られるように、たとえ会員の責任が免責されても、不正利用した家族
（本件の場合は未成年の長男Ａ）には請求できることになるわけであるか
ら、結果として家族が責任を負うことになるので（実際にＡが損害賠償を
することで和解が成立している）、それほどメリットがあるわけではない。
費用対効果を考えれば、このような謀議（本当は会員本人が使用したのに
家族が使用したことにする）はほとんど起こり得ないであろう。
最後の蓑輪教授の指摘については既に反論済みであるが、蓑輪教授の
誤解は、カード会社やカード取引に対する規制を「本来、カード会員が
負担してしかるべき信用コストをカード会社が負担しているともいえる
わけで、仮に、これ以上の負担をカード会社に負わせることは、適切な
カード利用を行うカード会員に信用コストを転嫁するか、カードシステ
ムが崩壊するかのいずれかになるといっても過言ではない」３５と認識して
いる点にある。カード会社やカード取引に対する規制は、本来カード会
社が負担すべき信用コストを、その経済力・交渉力・情報力を利用し
て、一義的に消費者たるカード会員に不当に転嫁することを防止するた
めにあるのである。したがって、本判決のような規制が敷かれても、蓑
３３ 下村前掲注９・５７頁。
３４ 長谷川前掲注３０・６１頁。
３５ 蓑輪―クレ研２１７頁。
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輪教授が指摘するように、多くの消費者はクレジット取引を合理的に活
用しているのであるから３６、カードシステムが崩壊することなど有り得
ないことである。このように蓑輪教授の見解は、理論的にも実践的にも
破綻しており、「消費生活と業界の将来を見据えた対応」３７を求めながら、
それと正反対の方向に行ってしまっているのである。
 カード会社の説明義務
本件のように取引に約款が使用されている場合、不明瞭な条項や読み
づらい条項、不意打ち条項については、カード利用規約及びカード取引
に関して「作成者に不利に、顧客に有利に」という視点に立った解釈が
行われる。さらに、契約準備交渉段階で十分な説明ないし情報提供を約
款作成者（カード会社）側は行わなければならず、それを怠った場合に
は、契約締結上の過失が問題となる３８。
私が本判決で注目したい点は、傍論ではあるが、仮にカード会社が
カード会員にインターネット上においてカード識別情報のみで決済可能
な利用方法があることを明示していたとしても、会員の識別情報管理能
力に限界があるという理由で、カード会社に不正利用を排除するシステ
ムを構築することを要求していることである。つまり、本件は契約締結
上の過失も認められる事件であるが、仮にそれが認められない場合で
あっても、カード会員はカード会社の請求を拒否できる場合があること
を認めている。これをどのように理解すれば良いのであろうか。
思うに、カード会員にカード管理に関する善管注意義務が課せられる
ことを前提として、カード会社にはカード会員の損害発生を未然に回避
し、または損害の拡大を防止する信義則上の義務があると解すべきであ
る。そのために、カード会社には、加盟店等に対してカードの不正使用
が為されないように適切な措置を採るように指導・監督すべき義務も課
せられるべきである３９。
３６ 蓑輪―クレ研２１７頁。
３７ 蓑輪―クレ研２１７頁。
３８ 潮見佳男「クレジットカードを盗まれた」法教２０２号（１９９７年）８４頁。
３９ 潮見前掲注３８・８８頁。
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本案件に即して考えると、カード会員契約を締結する際に、インター
ネット上の決済手段としてクレジットカードを利用する場合に、暗証番
号を知らなくても券面の情報だけで利用できる危険性をＸがＹに伝えて
いたならば、Ｙも注意して、Ａにクレジットカードを見せたり、タンス
の上の財布の中に置きっぱなしにするというような杜撰な管理をするこ
ともなかったであろう。そして、情報提供されたにもかかわらず、Ｙが
本件におけるような態度を取った場合には、善管注意義務違反が問われ
ることになる。ここでも、ＸがＹに代金支払請求権を行使するためには
Ｙの無重過失が問題とされ、本判決は、Ｘが決済システムとしての基本
的な安全性を確保しないまま、事後的に補償規約の運用のみによって個
別に会員の損害を回避しようとするだけでは不十分であるとして、Ｙの
重過失を認めない判断をしている。しかしながら、最後の点に関しては
「重過失の評価障害事実になり得ないものも混在しており、強引さがあ
ることは否め」４０ないという批判が妥当するように思われる。つまり、Ｙ
の重過失の有無はＹの態度のみによって決定されるべきであり、Ｘとの
相関関係で決定されるものではない。そこでこのような場合は、Ｙの重
過失を認めた上で、ＸがＹに対する支払請求権を行使する際に、過失相
殺によって縮減されると考えるべきである。カードの利用に本人識別情
報を省くというのは、カード会員の便宜を図るというよりは、カード会
社側の費用の削減や収益の増大のようにカード会社側の便宜によるもの
であるから、省略というシステムを導入したカード会社側にそのリスク
を負担させてもよいであろう４１。
４．おわりに
本判決で敗訴したＸは控訴するとともに、Ｙの長男Ａに対しても不正
使用に基づく損害賠償請求訴訟を別訴として提起した。そして、ＡがＸ
に損害賠償することで和解し、Ｙに対する請求をＸが放棄して決着がつ
４０ 浅井前掲注２７・５７頁。
４１ 潮見前掲注３８・８８頁。
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いたそうである４２。他方で、本判決と類似の事案について、本人確認義
務の発生を基礎付ける合理的な疑いがないとして、カード会員を敗訴さ
せた下級審判決があるそうである４３。本判決が判例として確立するまで
にはまだ波乱がありそうであるが、何とか消費者を保護するルールとし
て定着させたいものである。
４２ 福崎博孝「有料サイトの利用とクレジットカードの支払いをめぐる訴訟
における未成年の子の親の責任」現代消費者法３号（２００９年）４４頁。
４３ 下村前掲注９・５７頁。
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